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～ 基準地価が発表されました ～

先月１９日、国土交通省が７月１日時点の「基準地価」を発表しました。
地方の住宅地が３１年ぶりに上昇するなど、コロナ禍からの回復傾向が見られるよう
です。

住宅地や商業地など、全用途の全国平均が前年比１.０％上がり、２年連続のプラス
でした。
新型コロナウイルス禍からの経済再開が追い風となり、上昇率はコロナ前の１９年の
０.４％を上回り、回復基調は全国に広がっています。

全国２１３８１地点、７月１日時点での地価動向をみると、住宅地の全国平均は前年
比０.７％の伸び。商業地は１.５％上がり、いずれも２年連続の上昇。
また、地方圏も全用途平均、住宅地、商業地がそれぞれプラスに転じました。

コロナ下で全国の地価はマイナスに沈んだ一方、足元では回復の勢いが増し、
三大都市圏の全用途平均は１９年の２.１％から２.７％に伸び率が拡大。
地方圏は１９年のマイナス０.３％からプラス０.３％まで戻し、特に住宅地は３１年
ぶりにプラスとなりました。
東京２３区の１平方メートルあたりの平均価格は１６８万円で、バブルで高騰した
９０年代初めと比べると４割程度の水準にあります。
上昇基調を今後も維持できるかが焦点となる様です。

全国の商業地は、２２年の前年比０.５％から２３年は同１.５％まで伸び率が広がり
ました。
経済活動の再開とともに、都市圏を中心にイン
バウンド（訪日外国人）の流入が増え、繁華街
や観光地の地価を押し上げました。

２２年１０月の水際措置の緩和以降、足元の訪日
客数はコロナ前の１９年の８割に迫る水準まで
戻っています。
また、低金利下で安定した収益が見込める都市部
の不動産に海外から投資マネーが流れ込んだこと
も下支えとなりました。

商業地で変動率がプラスとなった都道府県は２２
地点で昨年より４地点増え、福島、石川、滋賀、
奈良が新たにプラスに持ち直しました。
住宅地は札幌、仙台、広島、福岡の「地方４市」
がけん引しました。

～(全国)回復基調、道半ば ～
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私たちは、土地や建物の仲介のみではなく、
声かけ頂ければ、何かとお役に立てます！

マルヒロ不動産（株）

～土地・建物のよろず屋～

名古屋市中村区横前町１０９番地https://maruhiro2103.co.jp

弊社に一度は
ご相談下さい！

「不動産の査定はお気軽に」

愛知県の大半と三重県北部を含む
「名古屋圏」が、住宅地で前年比
プラス２.２％、商業地で同プラス
３.４％となり、いずれも３年連続
の上昇となりました。

名古屋駅周辺や栄地区の再開発と
堅調な住宅需要がけん引し、上昇
幅は拡大。
名古屋市１６区については、住宅
地、商業地共に上昇となり、住宅
地上昇率トップが“中区”。名駅、
栄地区からの波及もあってか、中川区の八田駅周辺も上昇率５位に入りました。

中部地方各県の商業地は、下落した地点でも変動幅が縮小するなど、新型コロナウ
イルス禍からの回復が見られました。
なお、都市部から離れたところでは“人口減少などを背景”に下落が続いています。

～ 名古屋１６区は全て上昇 ～
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